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別紙様式９                                  

九州農政局入札等監視委員会 審議概要 

（ホームページ掲載日：令和４年８月２日） 

開催日及び場所 令和４年６月１５日（水曜日） 

熊本地方合同庁舎 Ａ棟10階 九州農政局会議室７ 

委員 福西 武夫（弁護士）  谷本 たまみ（税理士） 

田川 里美（ジャーナリスト） 

審議対象期間 令和３年１０月１日～令和４年３月３１日 

審議対象案件  ４４３件  うち、１者応札案件２１件

    契約の相手方が公益法人等の案件２件

抽出案件 

   ７件  うち、１者応札案件１件

（抽出率１．６％） （抽出率４．８％）

    契約の相手方が公益法人等の案件０件

           （抽出率０％）

抽

出

案

件

内

訳

工事 一般競争    ３件  うち、１者応札案件１件

    契約の相手方が公益法人等の案件０件

指

名

競

争

公募型指名競争    ０件    

工事希望型競争    ０件    

その他の指名競争    ０件    

随意契約    ０件   

業務 一般競争    ０件   

指

名

競

争

公募型競争    ０件 

簡易公募型競争    １件  うち、１者応札案件０件

    契約の相手方が公益法人等の案件０件

その他の指名競争    ０件 

随

意

契

約

公募型プロポーザル    ０件   

簡易公募型プロポーザル    １件  うち、１者応札案件０件 

           契約の相手方が公益法人等の案件０件

標準型プロポーザル    ０件   

その他の随意契約    ０件   

物品・

役務等

一般競争    １件  うち、１者応札案件０件

    契約の相手方が公益法人等の案件０件

指名競争    ０件   

随意契約（企画競争・公募）    ０件   

随意契約（その他）    １件  うち、１者応札案件０件

    契約の相手方が公益法人等の案件０件

（特記事項） 
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委員からの

意見・質問

、それに対

する回答等

意見・質問 回答等 

１．令和３年度第３・４四半期入札方式別 

発注状況について 

  意見・質問なし 

２．抽出工事及び業務並びに物品・役務等 

契約について 

（１）抽出工事 

①令和 2 年度沖永良部農業水利事業集水井

他整備工事 

・この工事の主たる目的は、草刈りをしないた

めか。 

・周辺の農地は個人のものか。 

・敷地は、借地か買収か。 

・施設の管理は地元が行うのか。 

・管理委託先は自治体か。 

・今回の落札率が９７．６％と高いが、この工

事の金額はある程度予想がしやすいのか。

・集水井３号、５～７号以外の集水井工事は

どこの業者が受注しているか。 

・今回と同様の工事を結構前に完了している

ということか。 

・施設の管理を地元にお願いすること

になるが、限られた人数で草刈りは

かなり負担であり、舗装することで

負担軽減につながる。 

また、大雨等で施設用地を浸食され

ることを防ぐことにもなる。 

・民有地である。 

・農水省の財産として取得している。

・農水省の財産として管理を地元に委

託する。 

・今回は、基幹的施設であり、そのと

おりとなる。 

・工事内容が複雑でないこと、積算単

価は積算基準として公表されている

ことから、落札率が高くなったと思

われる。 

・今手元に資料がなく受注者はわから

ないが、集水井１号、２号、４号は、

Ｈ２８年度には完成して使用を開始

しており、それに併せて場内整備工

事は行っている。 

・然り。 
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②令和 2 年度大淀川右岸国営施設機能保全

事業天神ダム選択放流施設水質観測システ

ム製作据付工事 

・１社応札の案件であるが、工事内容が難し

いのか。 

・受注者の（株）中央精機は、熊本県の会社

だが、ダウンロードのみを行った４社の所

在地は何処か。 

受注者との繋がりがある会社ではないか、

地域が近く、顔見知りではないかとの観点

からの確認させていただいた。 

・今回受注者の所在地は熊本県なので、そ

れ以外の県ということで了解した。 

・そこまで難しい工事内容ではない。

・ダウンロードのみを行った４社の所

在地のデータを持ち合わせていな

い。ただ、このようなシステム工事

の施工実績のある会社は九州管内に

は１４社とあまり多くない状況では

ある。 

このような工事ができ、九州管内に

本社を置く会社は６社あり、福岡県

２社、長崎県１社、熊本県１社、鹿児

島県２社と分散されている。 

③令和 3 年度玉名横島海岸保全事業 

堤防裏法面被覆工（横島漁港工区）その他工

事 

・堤防工事は完了しているのか。 

・被覆工事は今後も続くのか。 

・次も同じような工事が出てくるのか。 

・場所、形によって予定価格は変わるの 

か。 

・堤防の堤体、本体盛土の工事は全て

完了している。 

・同じような工事はもう少し予定して

いる。 

堤防自体は有明粘土層という有明海

独特の土壌の上にあるので時間をか

けて盛土を行っている。 

先に盛土堤防部分を建設し、ある程

度沈下が収まってから、今回のよう

に舗装、張ブロック、裏法面工事を

行うことになっている。 

・然り。 

・基本的に舗装、張ブロック等同じよ

うな内容であり、積算単価も基本的

に公表されており、特殊なものはな

いので大きくはかわらない。 
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・調査基準価格も大体推測できるというこ

とか。 

・資料１のＰ８～９の12～15番は同じよう

な工事であるが、入札日が違うので、仕

組みとして落札したら他の入札を辞退し

他の会社が落札することになるのか。 

・同じような工事の場合、あえて入札日を

一緒にせずに少しずらすことにしている

のか。 

・一緒にしたいのか。 

・同じような工事を一緒にすると一者応札

が増えるような過去の事例があり、話し

合いがあったのではとの疑いをもたれな

いような入札方法とした方がよいと意見

したことがあったと思うが、その点から

は一緒にした方がいいのか、入札日をず

らした方がいいのか。 

・落札した業者から順番で降りていくとい

うことか。 

・例えば、２つの工事を落札した後に一つ

工事を降りることは可能か。 

・資料１P９の13番と資料２のＰ55の入札執

行調書の（株）山田組は同じ会社か。 

・資材価格、基準等を公告資料でも公

表しているので推測は可能である。

・そのような場合が多い。現場の技術

者が会社に何人いるかによるが、落

札して直ぐに他の工事に回せる技術

者が居なければ手を下ろすことにな

る。 

・一緒にする場合もある。 

なるべく早く、一緒に発注したいが

我々の準備状況や地元調整等により

若干発注時期が遅れることもある。

・一括で審査することもあり、業務と

して効率的な部分があれば、そうす

る場合もある。 

・ケースバイケースである。一緒だと

複数社が手を上げてＡ工事、Ｂ工事

Ｃ工事の落札した業者から順次、手

を下ろしていくので、そのような問

題はないと考えている。 

・然り。 

・降りるとなれば違約金を支払っても

らうことになり、基本的にはできな

い。 

ただ、入札時に札を入れないことは

可能である。 

・同じ会社である。 

（２）抽出業務 

①令和 3 年度国営造成施設緊急整備対策調

査佐賀中部地区スマート農業導入検討業務 

・佐賀中部地区を選択した理由は何か。 ・スマート農業導入検討モデルとして

佐賀中部地区を選んだわけではなく

同地区の農業水利施設を老朽化によ
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・これからもスマート農業導入は出てくるの

か。 

・今回の業務では具体的にどのようなことを

行ったのか。 

・資料２の P62 の技術提案書のＡ社、Ｂ社の審

査結果の比較だが、今回、採用されなかった

Ａ社が実施方針等でＢ社に勝っていて技術

提案書の特定テーマの確実性で５点差がつ

いているが、この確実性でＢ社が優れていた

との内容でよいか。 

・点数の配分は固定か、事業によって毎回見

直しをするのか。 

り更新整備する時に、最近の営農動

向、農業情勢がどう動いていくかを

踏まえ計画を作って行く必要がある

との動機があったことから、スマー

ト農業導入の可能性を検討するもの

である。 

・農水省としては担い手が減っている

中で省力化が必要と考えており、ス

マート農業を導入していこうとして

いる。 

今後、他の地域でも出てくると考え

ている。 

・（資料２Ｐ59により）地域の農業の

将来像やスマート農業導入の取組に

ついて佐賀県、佐賀市、小城市、Ｊ

Ａから情報収集を行っている。 

また、既にスマート農業を導入して

いる先進的な農家からの実態の聞き

取りや労働力不足の解消等にスマー

ト農業を活用したいというニーズの

調査を行っている。 

営農形態として佐賀中部地区は水田

地帯で米の生産がメインであり、裏

作として麦を作っているが、最近は

収益の高い露地野菜や施設園芸が増

えているので、それぞれ形態に合っ

たスマート農業の技術にどのような

物があるか、それぞれの技術が佐賀

中部地区でどのように活用される可

能性があるか、活用にあたって課題

があるか等を整理するのがこの業務

の内容である。 

・技術提案書の審査の段階の評価では

Ｂ社の確実性の部分で地域の地形、

環境、地域特性を把握してスマート

農業の導入係る留意点を的確に記載

されていた。 

課題への技術的知見、成果の確実性

もあり、評価したものである。 

・資料２のP62の技術提案書の評価基

準については、簡易公募型プロポー

ザル方式ではどの業務であっても評

価基準に基づく項目内容と配点は基

本同じであり、変わるのは、特定テ

ーマの所に業務の内容によって技術

的な内容を詳しく加えるのみで評価

配点が変わることはない。 
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・今回は、特定テーマがかなり高いが、それ

自体はどの業務でも一緒か。 

・これまでも、この配分で問題はないとのこ

とか。 

・どの業務でも一緒である。 

・この契約方式では、配点、分配の点

数、評価項目については全国統一で

ある。 

②令和 3 年度海底地形変化調査業務（第 2 回

変更） 

・第２回変更の変更額が大きいがこのよう

なことはよくあることか。 

・契約変更時の入札執行調書は公表してい

るのか。 

・契約変更は、新たな業者も入札に参加する

のか。 

・今回の変更は、当初予定していなかった

が、緊急的に必要となったということか。

・変更追加の申し出は農政局側からか。 

・追加した方が、コスト的にも良いのか 

・追加で発注することの是非の審査は何処

で判断するのか。 

・例えば不測のものだったり、うっかりした

ものもあると思うが、それらも含めて、し

っかり判断されているということか。 

・今回は緊急的な対応として、変更追

加を行ったものである。 

工事を実施している区域等では緊急

的な対応が必要となることがあり、

そのような場合は、このような変更

追加を行うことがある。 

・変更見積の結果については公表して

いない。 

・契約変更時の変更見積は、当初契約

を行った１社のみである。 

・変更追加したものは当初予定してい

なかったものであり、近傍で同様の

測量を実施していた業務に緊急的に

変更追加したものである。 

・然り。 

・緊急的に年度内に行う必要性を鑑み

て変更追加したものである。 

別件発注ではその他の入札手続きも

必要となり緊急的な対応ができな 

い。 

・業務の場合、５千万円以下は事務（

業）所長が契約担当の権限で契約す

ることになっている。 

故に本案件については、北部九州土

地改良調査管理事務所において変更

追加等の是非や妥当性を審査して変

更手続きを行っている。 

・本案件は、他工事の測量時に近辺の

構造物が沈下していることが判明し

たことから、その周辺の沈下の状況
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・実施期間が年度末までということを動か

せなかったのが緊急的な理由か。 

を把握するため、近傍で測量を実施

していた業務に緊急的に追加するこ

ととしたものである。 

・干拓地で沈下していることを放置す

ることで、後で大きな問題にならな

いよう、現状を早く把握しておく必

要があったのでこのような判断をし

たものである。 

（３）抽出物品・役務等 

①令和 3 年度第 4 四半期単価契約外事務用

品の購入 

・文具等の消耗品については、年度当初に

単価契約して購入しているが、これに含

まれない物品購入については、年４回、

各拠点に注文を募って、それを一括で発

注するという理解でよいか。 

・これは各拠点からの注文をただ纏めて発

注するだけなのか。 

例としてカーナビが２種類あるが、仕様

や価格等を比較検討して、同じ製品に合

わせる等の作業はしないのか。 

・これだけ商品の幅が広いので、少し種類

を纏める等はしないのか。 

・入札を３回しているが、普通にあること

なのか。 

・辞退は物価高で難しい等あったのか。 

また、いつの入札だったのか。 

・今年度の単価契約は物価上昇による見直

しは可能か。 

・然り。 

・同じ条件で使用するなら、纏めて同

じ製品にするよう部署に確認しなが

ら作業している。 

・そのことについては検討中である。

一括して商品を揃えられる業者が複

数あるので、一括で発注した方が安

価になる。 

なお、納期に時間を要する商品や特

注品は除外している。 

・希なケースである。 

年末のカタログ改定により事務用品

等の価格が１０％程度高くなってい

たので、そういった物価上昇の影響

もあるのではないかと思われる。 

・入札は２月である。 

石油価格の高止まり、新型コロナに

よる半導体不足の影響もあった時期

である。 

・製造中止により取扱いができなくな

った場合は、その後継品等の承認に

より対応している。 
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・今から物価が上がっても、単価契約をし

ているから当初のままで行くということ

か。 

取扱いができないとの業者の意見が

あれば契約の変更減を検討する。 

・当初契約のとおり行われる。 

 （単価の見直しは行わない） 

②令和3年度有明海特産魚介類生息環境調査

（熊本県沖）委託事業（第1回変更） 

・調査事業は何年度から実施しているか。

・アサリとかの再生は、難しいのか。 

・事業費は毎年度、同額か。 

・調査費予算は増加傾向か。 

・昨年度も同額か。 

・毎年度ある業務とのことだが、毎年度、報

告書は出されているか。 

・平成２１年度から実施している。 

・昨年度の大雨や令和２年度の７月豪

雨により有明海全体が低塩化になり

新聞で報道があったが、令和２年度

の熊本県のアサリ漁獲量は殆ど採れ

なかった状態であった。 

４県で有明海全体のアサリ再生等の

取り組みを行っているところである

が、自然相手なので苦慮している。

・４県へのヒアリングにより調査費予

算を決めている。 

・全体の調査費の確保は、過去３億円

であったが、現在は６億円を確保し

その中で動いている。 

・ほぼ同じ額である。 

・提出いただいている。 

３．再度入札における一位不動状況について

意見・質問なし。 

４．指名停止について 

・（株）大島産業は、粗雑工事の割に処分が

軽いのではないか。 

・他機関（中日本高速道路）の粗雑工

事は、処分の対象としていない。 
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委員会による意見の具申又は勧告の内容  無し 

［これらに対し部局長が講じた措置］  無し 

事務局：九州農政局総務部総務課 

(注 1)必要があるときは、各事項を著しく変更することなく、所用の変更を加えることができる。 

(注 2)公益社団法人等とは、公益社団法人又は公益財団法人（一般社団法人及び一般財団法人に関す 

る法律及び公益社団法人又は公益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等 

に関する法律第４２条第１項に規定する特例社団法人又は特例財団法人を含む。）をいう。 


